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文教常任委員会 所管事務調査報告書 

 

本委員会は去る令和４年６月２１日の委員会において、所管事務調査事項を議決した。

その後、調査テーマを「学校ＩＣＴについて」に決定し、調査を開始した。このたび、本テ

ーマについて委員会として取りまとめを行ったため、最終報告を行う。 

調査の概要については、下記のとおりである。 

 

 

１ 調査日 

(1)文教常任委員会 

令和４年１０月２８日  執行部から現状等の説明、質疑 

令和５年 ３月１３日  報告書等の確認 

(2)文教常任委員協議会 

令和４年 ６月２１日           協議 

令和４年 ９月１４日           協議 

令和４年１２月 １日から１２月１９日まで 書面にて協議 

令和５年 ３月 ２日から ３月 ８日まで 書面にて協議 

 (3)視察調査 

令和４年１１月 １日  埼玉県さいたま市 

令和４年１１月 ２日  東京都新宿区 

 

 

２ 調査概要 

(1)「学校ＩＣＴについて」 

本市における学校ＩＣＴについては、Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０時代を生きる全ての子

供たちの可能性を引き出す個別最適な学びと協働的な学びを実現するため、ＧＩＧＡ

スクール構想におけるＩＣＴ環境の整備に取り組んできた。 

令和２年度においては、児童・生徒の１人１台端末の整備と各教室等へのＷｉ－Ｆ

ｉ環境の整備を実施し、令和３年度においては、個別最適な学びを進める学習支援ソ

フトの導入、協働的な学びのための授業支援ソフトの導入及び家庭にインターネット

環境がない児童・生徒へのモバイルルーターの貸出し等の取組を進めてきた。 

また、令和３年度にはＩＣＴを活用した効果的な学習活動の実施として、これまで

の実践とＩＣＴとのベストミックスによる授業改善と非常時に備えた日常的な端末

の持ち帰り家庭学習、そしてオンライン学習に取り組み、令和４年度においては、こ



れまでの実践を踏まえ、全ての子供たちの可能性を引き出す個別最適な学びと協働的

な学びの実現を目指している。 

本委員会は「学校ＩＣＴについて」を調査テーマとして、「ＧＩＧＡスクール構想

で目指す教育」、「ＩＣＴを活用した授業内容」、「家庭へのタブレット端末持ち帰り

の実施状況」、「リテラシー教育」、「個々の児童生徒に応じた取組内容」、「校務にお

ける活用状況」、「学校ＩＣＴにおけるハンドブック等の作成状況」、「現状抱える課

題や今後の展望」等について、執行部から現状説明を受け、状況等の確認を行うと

ともに、課題を解決すべく委員間で協議を行った。 

 

 

３ 委員会として一致した意見 

(1)「学校ＩＣＴについて」 

ア．本市は令和４年９月より、文部科学省が示す配置基準である４校当たり１名のＩ

ＣＴ支援員を配置し、ＩＣＴを活用した様々な学習活動の支援に取り組んでいるが、

授業等を円滑に行うためには、やはり教職員の人員体制の拡充と教職員一人一人の

ＩＣＴ能力の習熟等が必要不可欠であると考えている。 

今後、各学校で教職員に対するＩＣＴ研修を重ねて、それぞれのＩＣＴ能力の向

上を図り、各教職員のＩＣＴ能力の評価を実施し、その高得点者をエバンジェリス

ト（ＩＣＴ推進員）として任命するよう、取組を進めることを求める。 

また、そのエバンジェリストが中心となって、各学校における教職員のＩＣＴ能

力の育成に努め、最終的には全ての教職員がエバンジェリストとなり、各学校でＩ

ＣＴの活用が自走できるような体制づくりに取り組むことを求める。 

なお、教職員間格差や学校間格差が生じないよう、教育委員会が主体となって、

情報共有や先進事例の紹介などを行い、積極的かつ迅速な取組を求める。 

 

イ．本市は、これまでもＩＣＴを活用した効率的・効果的な学習活動の推進に取り組

んでいるが、さらなる個別最適な学びの充実を推進していく必要があると考えてい

る。 

学校での学習においては、授業支援ソフトや学習支援ソフトを活用することで、

各児童・生徒の個別の学習状況や進捗状況の把握に努め、それぞれの学習ニーズに

即した学習支援が行えるよう、取組を強化することを求める。 

また、家庭での学習においては、学習支援ソフトのＡＩ機能が児童・生徒の学習

度合いによって、それぞれの得意・不得意な問題を判断し、個別最適な課題を選出

してくれる機能等を、各家庭や保護者に対して十分に周知を図り、家庭学習でのタ

ブレット端末の活用が促進されるよう、取組を強化することを求める。 

 さらに、児童・生徒の自主的な学びの気持ちの育成として、ＩＣＴを活用した思

考ツールの活用や、児童・生徒の興味・関心を高めていくような取組、インターネ

ット検索をはじめとした調べる力の育成に対して、教職員がアドバイザー役として

活動できるような体制づくりに取り組むことを求める。 

 



ウ．各教職員によって作成された学習教材の共有化や、会議資料、日報、報告書をは

じめとしたデータのデジタル化等を行うため、全ての学校、全ての教職員からアク

セスが可能なサーバーの構築やクラウドサービスの導入について研究・検討し、Ｉ

ＣＴの活用によって教職員の負担軽減が図られるような体制を構築することを求め

る。 

 また、クラウドサービスを導入することによって、学習量と学力の向上、学習時

間、出欠状況の変化をはじめとした児童・生徒のビッグデータの解析結果の見える

化が図られ、潜在するヤングケアラーの可能性や家庭環境の課題等をいち早く察知

できる仕組みになると考えられる。本来、教職員と児童・生徒が顔を合わせて対話

する中で、その諸課題等に気づき、対応することが大切であるが、クラウドサービ

スの導入は、業務多忙な教職員の気づきのきっかけとなるＩＣＴ活用の仕組みとし

ても有益であると考える。今後、クラウドサービスの活用における先進自治体の取

組事例や、市内民間企業並びに近隣大学との連携手法等について、研究・検討する

ことを求める。 

 

エ．本市の学校ＩＣＴを推進していく上で、教育委員会内部での目標共有を十分に行

い、教育委員会と各学校が共通認識の下で、具体的かつ定量的な目標を設定し、積

極的にスピード感を持って、目標達成に向けて取り組んでいくことが最重要である

と考えている。 

今後、教育委員会が中心となって、「八尾市の子供たちの教育は、八尾市教育委員

会が守る。」という自発的な姿勢や熱意を持って行動し、取組を強化することを求め

る。 

 


